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中国企業への環境経営手法の導入に関する研究 
 ― MFCA，CIfE の視点から― 
 
 
[論文内容の要旨] 
 本稿は日本企業に普及した環境経営を支援する諸手法の一部を中国企業に導入し効果を見
える化することを目的としている。本稿の各章の概要は次のとおりである。 
 
第１章 理論根拠―環境経営について 
第２章 理論フレームワーク―環境経営に含まれた環境管理会計手法としてのマテリアルフ
ローコスト会計（MFCA）と環境配慮型設備投資(CIfE)および 2手法の結合モデルの構
築 
第 3章 実践根拠―日中における 2手法の先行事例研究 
第 4章 背景―中国における環境問題の現状，原因，解決策 
第 5章 ケーススタディ―中国中小鉄鋼企業 A社への MFCAの適用事例研究 
第 6章 ケーススタディ―A社における CIfEの効果分析   
 
第１章では環境経営の定義，環境経営支援手法の概要及び中小企業に求められる環境経営イノ
ベーションについて述べ，その適用の意義と必要性を明らかにしている。 
第 2章では，環境管理会計の概念及び環境管理会計の手法としての MFCAと CIfEの理論を明ら
かにしている。まず，第 1節では環境管理会計の定義を述べ，外部環境会計との違い，環境管理
会計手法の体系を明らかにしている。第２節ではマテリアルフローコスト会計の理論，計算上の
特徴，簡易計算フォーマットから見えてくること，通常の原価計算との違い，並びにその発展経
緯と現状を明らかにしている。次に，環境配慮型設備投資の概念，分類，経済性計算の方法, デ
ータの収集，環境性効果の評価を述べている。第 2章のまとめとして環境性効果を分析するため
の MFCAと CIfEの結合モデルの導入ステップを提示している。 
第３章では MFCAと CIfEの日中企業への事例研究をサーベイしている。まず，第１節では日本
企業における MFCAの先行事例をサーベイし，MFCA導入の手順を明示した。第 2節では中国企業
における MFCAの先行事例をサーベイしている。第 3節では日中における CIfEの現状と課題を明
示した。以上から，MFCA, CIfE,および両者の結合モデルの中国中小企業への導入の必要性を見
極めた。 
第４章では,環境管理会計手法を中国に導入する背景として，中国の環境問題の現状,原因，解
決策を考察している。まず第 1節では，中国の環境問題の現状を明らかにし，第 2節では中国の
環境問題の原因を明確にした。最後に,第 3節では中国の環境問題への解決策を考察した。その
うち，日本ですでにノウハウが蓄積された環境管理会計手法，とくに本稿の主テーマである MFCA
と CIfEは，境環境負荷削減と経済効果の同時達成が見える化されるので，中国企業への導入も
容易であり，その環境課題の一部を解決する諸策であると主張している。同時に，その他の環境
管理会計手法の導入の困難性も明らかにしている。 
第 5章では中国鉄鋼企業 A社への MFCA導入事例を示した。A社の 2013年 3月のデータを基
に,MFCAを中国鉄鋼企業 A社に適用した。第 1節は企業情報，第 2節では MFCA手法への対象プ
ロセスを明確化した。第 3・4・5節ではマテリアルフローモデルの構築,データの測定,マテリア
ル物量データ一覧表を作成した。第 6節では MFCAと従来の原価計算の結果の比較を通し，後者
では無視されてきた「負の製品」のコストを明確し，最後に第 7節では，改善策を策定し，A社
の経営者に改善のアドバイスを薦めた。これにより，これまで価値が見える化されていなかった
廃ガス・すすなど「負の製品」の単位原価も明らかにできた。なお，MFCAによって全体のコス
トはマテリアルコスト，システムコスト，エネルギーコストに分けられる，特にエネルギーコス
トは環境評価の指標として活用でき,現場管理者と経営者に「負の製品」の経済負荷及び環境負
荷の重さを新たに認識させ，改善を推進できた。 
それを受けて, A社は経済問題と環境問題を同時に解決するために, 2014年から 2015年にか
けて CIfE を実施した。第 6 章ではその経済性効果と環境性効果を分析し,MFCA との結合モデル
の構築を試みた。さらに,CIfEの経済性効果も加味したキャッシュフロー分析も試みた。第 1節
では CIfE の内容,目的と金額を明らかにした。第 2 節では,CIfE のコスト削減効果を分析した。
年間現金支出原価節約額の計算を通して,コスト削減の効果を評価した。さらに,第 3節ではキャ
ッシュフローによる CIfEも加味した経済性効果を分析した。IRR法，NPV法で全社的経済性効果
を評価するために，A社の年次損益期計算書，貸借対照表から得られるキャッシュフロー・デー
タを参考に, 2015年 8月末時点の CFの現在価値と同額が今後 10年間の CFとして確保できると
仮定する場合の A社 2014年 8月 31日時点における投資の IRR（内部利益率）及び NPV（正味現
在価値）を計算した。これにより， CIfEを含むキャッシュフローによる全社の投資の採算性を
明らかにした。最後に,第 4 節では MFCA による CIfE の環境性効果を評価した。A 社の設備投資
前後のデータを基に,MFCAを導入してみた。MFCAによって「正の製品」と「負の製品」は同じよ
うに物量で原価が按分されるので，各産出物のコストの正確性が高まり，従来の原価計算方法で
は明確できなかった「負の製品」のコストも明確することができた。また，MFCA によって，各
産出物のコストは MC，SC，ECに区分されるため，ここの ECは環境負荷指数としての使用価値が
高い。設備投資前後の MFCA導入の結果によって,CIfEの環境性効果を明確にすることができた。 
 
[論文審査の要旨] 
中国は1991年以降，高い経済成長率で発展してきたが，それに伴う工業化，都市化の進展に伴
い，環境汚染が深刻な問題になり国民の日常生活にまで影響している。これに対応するため，中
国政府は環境規制に違反する企業に対する罰則を増大し，国民による企業に対する監視も強化し
た。その背景下，中国では大企業だけでなく中小企業も環境経営を重視し始めた。企業はその規
模に関係なく経済利益を追求すると同時に，環境性影響も重視しなければならない。この同時達
成を狙っているのが環境管理会計の手法であり，本稿はこれらの一部を中国の生産現場に導入し
た挑戦的な研究として，高く評価できる。 
環境管理会計手法は日本においてすでにノウハウが蓄積されているが，著者はまずその中でマ
テリアルフローコスト会計と呼ばれ手法を指導教授とともに中国河北省の中小鉄鋼企業A社にそ
の導入し，その効果を見える化した。このことは経営管理手法そのものがいまだ未成熟である中
国中小企業であっても，導入の方法を工夫することにより環境課題と経済性の問題を同時解決で
きることを実証した研究として評価できる。本研究はマテリアルフローコスト会計の導入によっ
て現場管理者および経営者に問題を意識させることで，それによる環境改善活動のみでなく，イ
ノベーションでマテリアルロスの効果を出す環境配慮型設備投資（CIfE）の必要性も促した。こ
のように本稿は中国企業の現場における環境課題の解決方法を提示した研究として評価できる。
CIfEの環境性効果の評価の方法や適用事例については，これまでの先行研究では未だ十分といえ
かった。論文審査の結果として，本稿はMFCAとCIfEの結合モデルを構築し，A社に導入してその
影響を観察し，廃棄物削減と経済性の同時効果について一定の成果を見える化したという点で，
独自性の高いクリエイティブな論文であると結論付けた。 
 
[最終試験の結果] 
 平成 29 年 11 月 15 日（水）午後 6 時 20 分から AE951教室にて最終試験が行われた。最初に，
著者により論文の概要の説明がなされ後，以下のような質疑応答が行われた。 
 まず，本研究がなぜ，環境保全対策コストというよりは，生産コストに注目したかという問に
対し，①環境管理会計の手法の対象コストは環境保全対策コストだけでないこと（國部[2005]
参照）。また，②生産コストが 1 級品以外の廃棄物を含む生産物以外に多く費やされ無駄になっ
ている点に着目するのがマテリアルフローコスト会計の特徴であること。さらに，③環境保全コ
ストの区分としては，日本の環境省による環境保全コストが参考になるが，今回の研究は負の製
品を含むプロダクトそのものが環境負荷の対象であったということで，まずその金額を見える化
し，改善とイノベーションを促し，実行に導くことで効果が確認できたこと。そういった意味で
は，MFCA 導入のコストと CIfE の投資額が環境保全コストに当たると説明された。 
 次に，CIfE を導入しなかった場合の原価関数の推定に最小二乗法を用いたモデルについて，1
人の審査委員よりモデルの精緻化に関する提案がなされた。この提案に対し，今回いくつかの異
常値については最初にデータから除去できたが，中国の生産環境の条件や投資立ち上げから十分
な期間が経過していなかった等の理由により，正常操業圏を十分特定できず，それがモデルの精
緻性に影響したとの回答があった。今後引き続きこの研究を継続し当社の新しいデータを用いて
さらなるモデルの精緻化を実施する予定であり，すでに本研究をそのように発展させる論文を翌
年以降英文ジャーナルに投稿する予定もあることが報告された。これにより本研究の発展可能性
も期待できることが確認できた。 
 続いて，当初からもう一人の審査委員より他の環境管理会計手法を導入しなかった理由につい
て指摘があったが，その点についてはすでに論文がリライトされており，この問題については最
終試験ですでにクリアできていることが確認できた（詳細は本文に織り込み済み）。 
さらに中国の環境マネジメント事情と日本の環境マネジメント事情の乖離が問題視された。こ
の点については，対象とする企業の生産管理が未成熟にあることや，中国と日本の民族性や企業
文化の違いに起因していること，それでもこれらの差異を乗り越えてむしろ当研究により環境管
理会計の導入が環境負荷の削減と経済性効果の同時達成に一定の効果を与えている実証となっ
たことから，本論文のさらなる意義が見出せたともいえると結論付けられた。 
結局，本論文は次の点において，学界や実務界に貢献を与えたといえる。 
1. MFCA や CIfE の導入事例は，日本企業を中心として多くあるが，中国企業の現場にま 
で踏み込んで効果を見える化した研究はなく，この論文がその先駆的な研究としての役割を果
たすこと。今後，中国の企業にも導入されていくきっかけを作ったといえる。現に，著者も今
後指導教授との共同研究で中国の電力会社にこれらを導入する研究を予定していること。 
2. これらの手法の導入効果は，程度の差こそあれ国の違いや企業規模の違いを超えて，一定の
効果も見える化できるという実証を示したこと。さらに今後，TQM（全社的品質マネジメン
ト）や TPM（全社的生産保全）とそれらに含まれる小集団活動などの導入と整備が進むと，
これらと MFCA/CIfE の結合モデルとの相乗効果が期待できるのかどうかの解明へと研究を
発展させていく可能性が見いだせたこと。 
 
以上により，本論文は少なからず学界や実務界に与える影響も期待でき，十分に博士学位請求
論文として評価できると審査員で結論付けた。 
 
 
